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グループ経営戦略会議

執行・事業会社の戦略（仮説）を検証し、大所高所から的確な提言を行
うことで、「重要な意思決定」機能、「監督」機能を発揮し、中長期的な企
業価値向上を促進しています。

「重要な意思決定」機能
●重要案件に絞り込み、中長期・グループ経営視点で議論
●意思決定機能をコンパクトに（執行側への権限委譲）

「監督」機能
●コーポレートガバナンス・ポリシー制度を導入、モニタリングを強化
●社外役員を増員し、専門的・客観的な立場から監督機能を発揮

●監査役は、監査役会に加えて、取締役会など重要な会議への出席や、
国内外グループ会社への往査などを通じて、取締役の職務執行状況
を監査しています。また、グループ各社の監査役と緊密に連携し、監査
の実効性を高めています。

●内部監査については、グループ経営監査担当（キリン（株）経営監査
部）がグループの重要リスクおよび内部統制に関する監査を実施して
います。なお、グループ経営監査担当、監査役および会計監査人は、情
報・意見交換や協議を適宜行っています。グループ経営監査担当と監
査役は内部統制部門の会議への出席を通じて必要な情報を得てお
り、会計監査人も必要に応じて内部統制部門に対してヒアリングを行
い、それぞれ実効性のある監査を実施しています。

指名・報酬諮問委員会：キリンホールディングスは、2016年に指名諮問委
員会と報酬諮問委員会を統合し、指名・報酬諮問委員会を設置しました。
取締役会の諮問機関である同委員会は、客観的かつ公正な視点から、当
社および主要グループ会社の取締役、監査役、執行役員などの選任、報
酬と、当社取締役社長の候補者計画（サクセッションプラン）について審
議する役割を担っています。

構成については、委員長および委員の過半数を社外役員とし、客観性・透
明性を確保しています。任期は１年です。

【社外】　岩田 喜美枝（委員長）、　荒川 詔四、　永易 克典
【社内】　磯崎 功典、　三好 敏也

グループ経営戦略会議：キリングループに影響の大きい戦略および投資
に関する事項について、社長の意思決定を補佐・支援しています。

情報開示委員会：社長の委任により、株主・投資家への有益な情報提供
の観点から、適時開示情報をはじめとする情報の重要性と開示の必要性
をタイムリーに審議・決定しています。

グループCSV委員会：　　P.35参照

グループリスク・コンプライアンス委員会：　　P.51参照

強化方針
今後は以下の議論を充実させることにより、取締役会の実効
性の維持・向上に努める
1．環境・社会・ガバナンス（ESG）などの「非財務情報の視点で

の議論」
2．リスクのグローバル化・複雑化に合わせた「全社的なリスク

マネジメント（ERM）に関する議論」

2016年度
自己評価（アンケート）を起点として取締役会で議論を重
ね、取締役会全体のレビューを実施

評価の視点
1．取締役会と経営陣との関係性
2．取締役会の構成
3．取締役会の運営と審議　　など

評価の結果
・総じて取締役会の実効性が保たれていることを確認した
・「取締役会の果たすべき機能」を改めて確認した

強化方針
1．「グループ経営の視点での議論」を拡充
　個別事業ごとのモニタリングから、グループ戦略課題ごとの

モニタリングに変更
2．「経営情報の共有」を拡充
　主要会社の月次業績進捗をタイムリーにレポート

強化の結果
1．提携戦略・財務戦略などについても経営環境の変化を踏ま

えタイムリーに意見交換を実施し、グループ経営視点での
重要な案件の議論が拡充した

2．グループの経営情報共有の拡充により、四半期単位でのモ
ニタリングが円滑になった

2017年度
第三者であるアドバイザーの調査に基づく「評価の視点」
を盛り込んだアンケートを実施し、現状の取り組み・改善状
況を踏まえつつ、取締役会で議論

評価の視点
1．戦略の策定とその実行およびモニタリングの監督
2．リスク管理と危機管理の監督
3．健全な企業倫理の周知徹底とその監督
4．事業買収・撤退などの意思決定の監督
5．役員報酬および後継者育成計画などの監督
6．ステークホルダーに対する開示全般の監督
7．取締役会の構成および運営

評価の結果
1．取締役会全体としては適切に機能していると判断した
2．概ね取締役会の実効性は確保されていると判断した

取締役会の諮問機関当社が考える「取締役会の果たすべき機能」

社長の諮問機関監査役、会計監査人と内部統制部門の相互連携
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キリンホールディングスは、取締役会の運営や議論の内容などに対する評価を定期的に実施し、「重要な意思決定」機能と「監督」機
能の担保に努めています。

グループ会社の業務執行・監督体制
純粋持株会社であるキリンホールディングスは、グループ戦

略の策定と推進、各事業のモニタリング、グループ連携によるシ
ナジー効果の創出などの役割を担っています。

キリングループ各社は、お客様をはじめステークホルダーによ
り近い場所で自律的かつスピーディな経営を行っています。当
社は、グループ各社の戦略ステージに合わせて適切に業務執行
権限を付与するとともに、グループ各社へ取締役を派遣すること
で各社の取締役会を通したガバナンスの向上を図っています。

なお、主要グループ会社については、当社の取締役または執行
役員が各社の取締役を兼務しています。

グループ会社の業績評価
グループ会社の業績評価指標は、定量目標であるROEに連

鎖するROA、事業利益ガイダンスに直結する各社事業利益とし
ています。国際財務報告基準（IFRS）の任意適用に伴いグルー
プ会社の業績評価指標もIFRSに置き換えており、ROAは事業利
益／総資産により算出しています。

取締役会の実効性評価

グループ会社のガバナンスと業績評価

コーポレートガバナンス
2017年度の取り組み
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役員報酬制度の概要

譲渡制限解除割合の算定式個人別支給額の算定式

固定報酬

●取締役
  （社外取締役を除く）
●社外取締役
●監査役

株式（譲渡制限付株式付与のための金銭債
権報酬）

現金

ー

ー

現金

取締役（社外取締役を除く） 取締役（社外取締役を除く）

中長期インセンティブ報酬短期インセンティブ報酬

支給額は、目標達成時を100%として、
0～200%の範囲で変動

●賞与基準額は、内規で役位ごとに設定
●「A」は会社業績連動部分の比率、「B」は個人業績連動
　部分の比率であり、各比率は内規にて役位ごとに設定
　

役割・職責ごとに支給額
を設定

●連結事業利益
●個人業績評価
  （取締役会長、取締役社長以外）

● ROE
● 平準化EPS

位置づけ

付与方式

支給対象

評価指標

付与方法

算定式

●原則として、譲渡制限付株式を毎年度割
り当て

●譲渡制限が解除される割合は、譲渡制限
期間（原則3年間）の初年度の目標達成
度合いに応じて33～100%の範囲で設定

基本報酬

基本報酬

年次賞与

年次賞与

譲渡制限付株式報酬

譲渡制限付株式報酬（業績条件付）

固定的な報酬
概ね50％程度 概ね50％程度

業績連動報酬

譲渡制限解除割合

個人別支給額

賞与基準額
＝

＝

+

ROE
譲渡制限
解除割合（％）

ROE
下限値 目標 上限値

2
1

平準化EPS
譲渡制限
解除割合（％）

平準化
EPS

100％

67％

33％

33％

0％

100％

67％

0％

下限値 目標 上限値

2
1

+

×

×会社業績
支給率

連結事業利益
下限値 目標 上限値

A

×

×

×
B個人業績

支給率

委嘱業務等の
評価指標

100％

200％

150％

50％

0％

下限値 目標 上限値

2017年度の取締役・監査役の報酬の詳細については、有価証券報告書をご覧ください。
https://www.kirinholdings.co.jp/irinfo/library/yuka/
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サクセッションプランの運用プロセス

指名・報酬諮問委員会

取締役会

「取締役社長の
あるべき姿」
要件定義

候補者と
課題の特定

能力開発方針の
合意 育成 後継者の

選定

運用プロセスを監督、最終的な後継者の決定

キリンホールディングスの指名・報酬諮問委員会では、2016年
に取締役社長の候補者計画（サクセッションプラン）の策定方針
について審議し、候補者の要件（キリンホールディングス社長の
あるべき姿）と決定プロセスを取締役会に答申しました。

キリンホールディングスは、役員に経営計画の達成をより強く
動機づけ、株主・投資家との中長期的な価値共有をさらに促進
するために、2017年3月に新たな役員報酬制度を導入しました。

基本方針
1．業績および中長期的な企業価値との連動を重視した報酬と

し、株主と価値を共有するものとする。
2．当社グループ役員の役割および職責に相応しい水準とする。
3．社外取締役が過半数を占める指名・報酬諮問委員会の審議

を経ることで、客観性および透明性を確保する。

決定手続き
●社外取締役が過半数を占め、かつ社外取締役が委員長である

指名・報酬諮問委員会において審議し、取締役会に答申する。
●報酬の具体的決定については、指名・報酬諮問委員会の答申

を踏まえ、あらかじめ株主総会で決議された報酬総額の範囲
内で、取締役報酬については取締役会で、監査役報酬につい
ては監査役の協議により、それぞれ決定する。

この答申に基づき、将来の客観性・透明性の高い後継者決定
に向け、2017年から候補者の選定・評価・育成を取締役会の監
督のもとで進めています。

報酬の位置づけ

取締役（社外取締役を除く）
業務執行を担うことから、短期の連結業績目標達成および中
長期の企業価値向上を意識づける報酬構成としています。

社外取締役
客観的立場から当社および当社グループ全体の経営に対して
監督および助言を行う役割を担うことから、基本報酬（固定報
酬）のみとしています。

監査役
客観的立場から取締役の職務の執行を監査する役割を担うこ
とから、基本報酬（固定報酬）のみとしています。

取締役社長の候補者計画（サクセッションプラン）

役員報酬制度

2017年度の取り組み
コーポレートガバナンス

45 KIRIN REPORT 2018



役員報酬制度の概要

譲渡制限解除割合の算定式個人別支給額の算定式

固定報酬

●取締役
  （社外取締役を除く）
●社外取締役
●監査役

株式（譲渡制限付株式付与のための金銭債
権報酬）

現金

ー

ー

現金

取締役（社外取締役を除く） 取締役（社外取締役を除く）

中長期インセンティブ報酬短期インセンティブ報酬

支給額は、目標達成時を100%として、
0～200%の範囲で変動

●賞与基準額は、内規で役位ごとに設定
●「A」は会社業績連動部分の比率、「B」は個人業績連動
　部分の比率であり、各比率は内規にて役位ごとに設定
　

役割・職責ごとに支給額
を設定

●連結事業利益
●個人業績評価
  （取締役会長、取締役社長以外）

● ROE
● 平準化EPS

位置づけ

付与方式

支給対象

評価指標

付与方法

算定式

●原則として、譲渡制限付株式を毎年度割
り当て

●譲渡制限が解除される割合は、譲渡制限
期間（原則3年間）の初年度の目標達成
度合いに応じて33～100%の範囲で設定

基本報酬

基本報酬

年次賞与

年次賞与

譲渡制限付株式報酬

譲渡制限付株式報酬（業績条件付）

固定的な報酬
概ね50％程度 概ね50％程度

業績連動報酬

譲渡制限解除割合

個人別支給額

賞与基準額
＝

＝

+

ROE
譲渡制限
解除割合（％）

ROE
下限値 目標 上限値

2
1

平準化EPS
譲渡制限
解除割合（％）

平準化
EPS

100％

67％

33％

33％

0％

100％

67％

0％

下限値 目標 上限値

2
1

+

×

×会社業績
支給率

連結事業利益
下限値 目標 上限値

A

×

×

×
B個人業績

支給率

委嘱業務等の
評価指標
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2017年度の取締役・監査役の報酬の詳細については、有価証券報告書をご覧ください。
https://www.kirinholdings.co.jp/irinfo/library/yuka/
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運用プロセスを監督、最終的な後継者の決定

46KIRIN REPORT 2018


